様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　2021年　7月　14日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきがいしゃろーそん
                              　一般事業主の氏名又は名称　株式会社ローソン
（ふりがな）
                              （法人の場合）代表者の氏名　　　　     印
住所　〒

法人番号　　　2010701019195　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書2020

	公表日
	2020年　9月末


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	統合報告書2020　8-9ページ
https://www.lawson.co.jp/company/ir/library/pdf/annual_report/ar_2020.pdf

	記載内容抜粋
	成長に向けてローカライズと、それを支えるデジタル技術の融合を実現していく。加えて、働き手不足問題の解消においてもデジタル技術を駆使し解決を図る。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会で発行報告を行っている統合報告書にて開示



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書2020
2021年2月期有価証券報告書

	公表日
	統合報告書2020：2020年　9月末
2021年2月期有価証券報告書:2021年　5月末

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	統合報告書2020　ローソンDX戦略(22,23ページ)
https://www.lawson.co.jp/company/ir/library/pdf/annual_report/ar_2020.pdf
2021年2月期有価証券報告書（10ページ）
https://www.lawson.co.jp/company/ir/library/pdf/yuuka/yuuka_46.pdf

	記載内容抜粋
	・次世代コンビニエンスストアモデルの構築により「すべてのお客様レコメンドNo.1」を目指しつつ、加盟店の利益アップ、働きがいを醸成するために、デジタル技術のさらなる活用を進める。
-デジタルを活用した効率化、生産性向上(23ページ)
-ニーズの多様化に対応するための技術検証(22ページ)
・新しいニーズの先取り、ニューノーマル対応にチャレンジするべく「ローソングループ大変革実行委員会」を発足し、グループ内のデータ活用を含めたデジタル技術の活用などをテーマに取り組んでいる。（2021年2月期有価証券報告書　10ページ）

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会で発行報告を行っている統合報告書にて開示
取締役会で承認された有価証券報告書にて開示



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	統合報告書2020　ローソンDX戦略(22,23ページ)
統合報告書2020　財務セクション（6ページ）

	記載内容抜粋
	・デジタルトランスフォーメーション推進委員会を発足しデジタルを活用した構造改革、本部の組織・風土の改革、同時に戦略の浸透やIT人財の育成を強化。また、IT技術を生かしたSDGs実現を推進(23ページ)
・オープンイノベーションセンターによる「導入検討→ラボでの検証→実店舗実験」の高速回転を実現(22ページ)
・2019年12月、KDDI株式会社と当社との顧客基盤を生かしたデジタルマーケティングの推進や先端テクノロジーの活用による新たな消費体験の創出に向け、資本業務提携契約を締結。（財務セクション 6ページ）



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	統合報告書2020　ローソンDX戦略(23ページ)

	記載内容抜粋
	2020年度に制定の「デジタル・ITストラテジー2020」に基づき複雑化した既存ITシステムの整理を行うとともに、ITコスト構造を抜本的に見直し、計画的な投資を通して、ITコストの緩やかな低減を進め、戦略的に環境整備を図っていく。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書2020

	公表日
	2020年　9月末

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	統合報告書2020　社長メッセージ(6ページ、9ページ)、17ページ、20ページ

	記載内容抜粋
	・企業活動のすべてを以下達成状況にて評価を図る
-加盟店利益の向上
-すべてのお客さまレコメンドNo.1
（6ページ）
・IT技術を生かしたSDGs実現の推進において、Ponta会員基盤とデジタル技術の活用などで食品ロス削減の効果創出をはかるなどし、食品ロスを2018年対比で2030年50%削減、2050年100%削減を目標とする（17，20ページ）
・2020年5月「au WALLETポイント」と「Ponta」のポイントが統合され、会員基盤1億超（9ページ）



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2020年　9月末

	発信方法
	統合報告書2020
（参考として、各種メディアへの発信は多数）

	発信内容
	統合報告書2020で、ローソンDX戦略を提示し発信(22,23ページ)
（AERA連載　連載「コンビニ百里の道をゆく」第177回　日常生活すべてを 背負う存在に！(2021.1.4)等多数）



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2020年　12月頃　～　2021年　1月頃
（実施時期は、「DX推進指標」による自己診断実施時期を記載）

	実施内容
	・ITソリューション本部長を議長とし、社長交えた会議体を隔月で実施、ITロードマップとそれに付随したIT課題などの情報共有、方向性確認を行っている。
・「DX推進指標」による自己診断を実施
「添付1_DX推進指標自己診断フォーマット」を添付



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2021年3月頃　～　2021年5月頃
（実施時期は、直近の内部監査実施時期について記載）

	実施内容
	・「情報セキュリティ・ポリシー」と当ポリシーの実行に関わる規定を定め、運用している。また、お客様の個人情報を保護するために、2010年9月に「ローソングループ個人情報保護方針(*1)」を制定し、個人情報保護施策を推進。
・CR管掌のもと情報セキュリティリスクの管理強化を推進。また、内部監査部門による情報セキュリティ監査、外部専門企業によるオフィスセキュリティの調査、情報システムの脆弱性診断などさまざまな角度でチェックを実施。（統合報告書2020　47ページ）
(*1)https://www.lawson.co.jp/company/corporate/system/privacy/



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
[bookmark: _GoBack]１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

